
平
和
都
市
推
進
事
業

問

戦
争
の
悲
惨
さ
と
平

和
の
大
切
さ
を
次
の
世
代

に
伝
え
て
い
く
事
業
を
行

っ
て
い
く
べ
き
。

市
長

８
月
に
、「
戦
争
と

平
和
の
資
料
展
」
を
開
催

し
て
き
た
。

学
童
疎
開

周
年
の
今

70

年
、
平
和
を
考
え
る
事
業

を
検
討
し
て
い
る
。

日
本
国
憲
法
に
つ
い
て

問

日
本
国
憲
法
の
意
義

に
つ
い
て
、
特
に
憲
法
９

条
と
立
憲
主
義
に
つ
い
て

ど
う
考
え
る
か
。

市
長

国
民
主
権
、
基
本

的
人
権
の
尊
重
と
並
び
、

我
が
国
の
憲
法
の
基
本
を

な
す
平
和
主
義
は
、
唯
一

の
被
爆
国
で
あ
り
、
恒
久

平
和
を
願
う
我
が
国
に
と

っ
て
、
極
め
て
重
要
で
あ

る
と
認
識
し
て
い
る
。

経
済
対
策

問

デ
フ
レ
不
況
脱
却
、

本
市
経
済
振
興
を
図
っ
て

い
く
た
め
に
は
、
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
＝
大
企
業
本
位
の

構
造
改
革
の
政
治
を
転
換

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
る
の
で
は
な
い
か
。

市
長

輸
出
増
加
や
、
株

価
の
上
昇
な
ど
一
定
の
効

果
が
あ
っ
た
と
評
価
さ
れ
、

「
景
気
の
回
復
基
調
が
続

く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
」

と
さ
れ
て
い
る
。

本
市
の
景
気
回
復
に
は

今
少
し
時
間
を
要
す
る
も

の
と
考
え
て
い
る
。

地
域
内
経
済
循
環

問

地
元
の
資
源
、
人
、

企
業
や
組
織
を
重
視
す
る
、

経
済
振
興
が
重
要
と
考
え

る
が
ど
う
か
。

市
長

公
共
事
業
や
企
業

誘
致
は
地
域
に
大
き
な
雇

用
を
生
み
出
す
重
要
な
施

策
で
あ
り
、
今
後
も
進
め

て
い
く
。

地
域
外
か
ら
資
金
を
獲

得
す
る
こ
と
や
、
地
域
外

へ
の
資
金
の
漏
出
を
防
ぐ

こ
と
も
必
要
。

公
契
約
条
例
制
定
を

問

公
共
工
事
、
業
務
委

託
な
ど
で
、
下
請
の
下
層

ま
で
、
会
社
に
ま
と
も
な

利
益
を
保
障
し
、
末
端
の

労
働
者
ま
で
賃
金･

労
働
条

件
の
確
保
を
義
務
付
け
る

公
契
約
条
例
の
制
定
の
考

え
は
な
い
か
。

市
長

賃
金
や
労
働
条
件

等
に
つ
い
て
、
適
正
に
確

保
さ
れ
る
こ
と
は
大
変
重

要
で
あ
り
、
指
導
要
領
を

制
定
。
下
請
が
三
次
以
降

に
わ
た
る
こ
と
の
な
い
よ

う
指
導
も
行
っ
て
い
る
。

公
契
約
条
例
の
制
定
は
、

導
入
し
た
自
治
体
に
お
け

る
効
果
と
課
題
な
ど
を
把

握
し
な
が
ら
、
検
討
し
て

い
き
た
い
。

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム

助
成
制
度

問

本
市
で
３
年
間
に
１

２
５
７
件
、
補
助
額
約
１

億
５
５
０
０
万
円
、
対
象

工
事
費
約

億
円
の
経
済

34

効
果
が
あ
が
っ
た
。
地
域

経
済
活
性
化
に
非
常
に
効

果
を
も
た
ら
し
た
。
一
層

の
拡
充
を
図
る
べ
き
。

市
長

地
域
経
済
活
性
化
、

鶴
岡
産
木
材
の
利
用
促
進
、

既
存
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
質

的
向
上
に
大
き
な
効
果
が

あ
っ
た
。

市
独
自
の
上
乗
せ
も
行

い
、
制
度
拡
充
を
図
っ
て

き
た
。
鶴
岡
産
木
材
を
一

定
量
以
上
使
用
す
る
場
合

の
上
限
額
の
嵩
上
げ
と
、

婚
姻
や
出
産
に
伴
う
工
事

に
制
度
の
拡
充
を
図
る
。

市
民
負
担
増
と
軽
減
施
策

問

予
算
案
で
は
、

件
48

の
使
用
料
等
の
値
上
げ
が

提
案
さ
れ
て
い
る
。

消
費
税
増
税
な
ど
大
負

担
増
の
下
で
の
市
民
生
活

の
困
難
を
ど
の
よ
う
に
捉

え
て
い
る
か
。
負
担
軽
減

策
を
進
め
る
べ
き
で
は
。

市
長

消
費
税
増
税
は
、

社
会
保
障
の
充
実
・
安
定

化
の
た
め
に
財
源
を
安
定

的
に
確
保
す
る
も
の
。

使
用
料
・
手
数
料
は
、

消
費
税
の
引
き
上
げ
や
光

熱
水
費
の
値
上
げ
な
ど
に

よ
る
経
費
増
分
に
対
し
、

受
益
者
負
担
の
原
則
に
基

づ
き
負
担
い
た
だ
く
。

就
学
援
助
制
度

問

生
活
保
護
改
悪
で
、

就
学
援
助
制
度
の
対
象
か

ら
外
れ
る
世
帯
が
生
ま
れ

な
い
よ
う
に
市
と
し
て
の

対
処
を
行
う
と
と
も
に
、

制
度
全
体
の
拡
充
を
考
え

て
い
く
べ
き
。

市
長

準
要
保
護
認
定
と

同
じ
く
生
活
保
護
基
準
を

算
定
基
礎
と
し
て
い
る「
特

別
支
援
教
育
就
学
奨
励
費
」

が
、
来
年
度
は
別
基
準
と

な
る
の
で
、
準
要
保
護
も

そ
の
基
準
を
用
い
る
こ
と

で
、
現
在
準
要
保
護
に
認

定
さ
れ
て
い
る
家
庭
は
、

お
お
む
ね
継
続
さ
れ
る
。

国
保
税
引
き
下
げ
を

問

今
年
度
末
の
財
源
留

保
額
見
込
み
が
５
億
７
千

万
円
。
今
こ
そ
こ
れ
を
活

用
し
、「
２
億
円
の
取
り
崩

し
で
一
世
帯
１
万
円
の
引

き
下
げ
」
を
行
う
べ
き
。

市
長

基
金
は
突
発
的
な

医
療
費
の
増
大
に
備
え
る

と
と
も
に
、
国
保
会
計
の

健
全
性
を
維
持
す
る
目
的

も
あ
り
、
慎
重
に
判
断
す

る
べ
き
。
予
定
さ
れ
て
い

る
制
度
改
正
の
詳
細
が
明

確
に
な
っ
た
時
点
で
有
効

活
用
を
図
り
た
い
。

基
金
を
活
用
し
た
本
市

独
自
の
軽
減
措
置
は
予
定

し
な
い
。

福
祉
灯
油
の
実
施
を

問

党
市
議
団
は
市
に
実

施
を
要
請
し
た
が
、
県
が

実
施
を
決
め
、
国
も
特
別

地
方
交
付
税
で
の
対
処
を

表
明
し
て
い
る
。
福
祉
灯

油
の
必
要
性
を
認
識
し
、

実
施
を
検
討
す
べ
き
。

市
長

以
前
福
祉
灯
油
を

実
施
し
た
平
成

年
度
、

19

年
度
の
よ
う
な
価
格
急

20騰
に
は
至
っ
て
い
な
い
こ

と
、
福
祉
、
介
護
、
子
育

て
等
に
関
す
る
扶
助
費
が

今
後
ま
す
ま
す
増
加
す
る

こ
と
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

か
ら
、
実
施
し
な
い
。
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加 藤 太 一
稲生 2 - 6 - 6
２４－５９３５

関 徹
長者町11-26
２４－２４１４

加 藤 鉱 一
宝徳仲田56
６４－３９４１

菅 井 巌
中 楯 9 6
３３－０５３４

鶴
岡
市
議
会
３
月
定
例
会
は
２
月

日
開
会
さ
れ
、
日
本

26

共
産
党
市
議
団
を
代
表
し
て
関
徹
議
員
が
総
括
質
問
を
行
い

ま
し
た
。

関
議
員
は
、
①
日
本
国
憲
法
と
平
和
都
市
宣
言
事
業
、
②

地
域
経
済
振
興
策
・
雇
用
対
策
、
③
消
費
税
増
税
と
市
民
負

担
軽
減
、
④
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
⑤
地
方
財
政
計
画
と

平
成

年
度
予
算
な
ど
を
取
り
上
げ
ま
し
た
。

26

（
２
面
に
つ
づ
く
）



５
日
、
市
議
会
本
会
議

で
市
職
員
の
給
与
削
減
な

ど
を
盛
り
込
ん
だ
平
成
25

年
度
補
正
予
算
の
審
議
が

行
わ
れ
、
新
政
ク
ラ
ブ
、

政
友
公
明
ク
ラ
ブ
な
ど
の

賛
成
多
数
で
可
決
さ
れ
ま

し
た
。

日
本
共
産
党
市
議
団
と

市
民
ク
ラ
ブ
は
反
対
し
ま

し
た
。

党
市
議
団
を
代
表
し
て

加
藤
鉱
一
議
員
が
反
対
討

論
を
行
い
ま
し
た
。
大
要

は
次
の
通
り
で
す
。

◇

◇

◇

党
市
議
団
を
代
表
し

て
、
平
成

年
度
一
般
会

25

計
、介
護
保
険
特
別
会
計
、

公
共
下
水
道
事
業
特
別
会

計
、
病
院
事
業
会
計
、
水

道
事
業
会
計
補
正
予
算
に

つ
い
て
同
意
で
き
な
い
の

で
反
対
討
論
す
る
。

職
員
人
件
費
の
削
減
合

計
６
億
７
千
万
円
は
、
国

の
地
方
交
付
税
の
減
額
で

昨
年
７
月
か
ら
今
年
３
月

ま
で
実
施
す
る
職
員
給
与

の
削
減
（
給
料
・
手
当
で

５
億
１
３
１
４
万
円
）
で

巨
額
な
も
の
と
な
り
、
市

職
員
の
生
活
や
民
間
労
働

者
の
賃
金
、
地
域
経
済
に

影
響
を
与
え
て
い
る
。

党
市
議
団
は
こ
の
職
員

給
与
の
削
減
に
対
し
、
昨

年
６
月
議
会
の
条
例
改
正

で
、
「
国
が
、
地
方
公
務

員
給
与
の
削
減
を
地
方
交

付
税
を
削
減
す
る
と
い
う

や
り
方
で
強
制
し
、
地
方

独
自
の
合
理
化
の
努
力
を

無
視
し
た
乱
暴
な
も
の

だ
」
と
批
判
し
た
。

復
興
財
源
の
た
め
の
特

例
で
臨
時
的
な
措
置
と
言

っ
て
い
た
が
、
一
方
で
、

大
企
業
に
対
し
て
は
復
興

特
別
法
人
税
を
１
年
前
倒

し
し
て
廃
止
し
、
復
興
特

別
会
計
の
歳
入
ベ
ー
ス
で

６
４
５
３
億
円
の
減
収
が

見
込
ま
れ
る
。

法
人
税
率
を

％
か
ら

30

・
５
％
に
下
げ
た
分
も

25含
め
れ
ば
企
業
減
税
は
約

１
兆
円
だ
。

地
方
公
務
員
給
与
の
削

減
分
８
５
０
４
億
円
は
大

企
業
の
減
税
で
ほ
ぼ
帳
消

し
と
な
り
、
大
企
業
の
減

税
に
流
用
さ
れ
、
給
与
削

減
は
全
く
道
理
が
な
か
っ

た
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

政
府
は
３
月
２
日
、
地

方
公
務
員
給
与
の
削
減
に

応
じ
た
市
町
村
に
対
し
、

公
共
事
業
費
の
最
大
４
割

な
ど
の
支
援
を
す
る
一

方
、
応
じ
な
か
っ
た
自
治

体
に
は
３
割
の
補
助
に
と

ど
め
る
、
事
実
上
の
ペ
ナ

ル
テ
ィ
の
方
針
を
打
ち
出

し
た
。

こ
う
し
た
政
府
の
道
理

の
な
い
地
方
公
務
員
・
自

治
体
攻
撃
に
は
、
市
長
は

き
然
と
対
応
す
る
こ
と
が

必
要
だ
。

県
内
で
は
、
山
形
、
山

辺
、
大
江
、
中
山
、
最
上
、

三
川
、
遊
佐
の
７
市
町
が

削
減
に
応
じ
て
い
な
い
。

鶴
岡
市
も
職
員
給
与
の

削
減
を
行
う
べ
き
で
は
な

か
っ
た
。

投
資
事
業
は
、
国
に
よ

る
４
月
か
ら
の
消
費
税
増

税
に
よ
る
景
気
の
腰
折
れ

を
回
避
す
る
た
め
の
国
の

経
済
対
策
が
大
き
い
が
、

当
初
予
算
に
計
上
す
る
予

定
の
事
業
を
積
極
活
用
し

た
こ
と
は
一
定
の
評
価
を

す
る
。

し
か
し
、
余
裕
の
生
ま

れ
た
財
源
を
基
金
に
積
み

立
て
る
一
方
で
福
祉
灯
油

な
ど
の
市
民
要
求
に
は
背

を
向
け
る
と
い
う
姿
勢
は

批
判
さ
れ
る
べ
き
だ
。

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
　合計 6,505 4,955 4,357 3,799 8,042 7,839 8,446 8,971 10,678 13,273 12,106
その他の特定目的基金 2,286 2,238 1,936 1,753 1,989 1,781 1,783 1,700 1,694 2,867 1,644
地域振興基金 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
減債基金 1,497 731 532 134 134 135 135 136 1,236 2,043 2,076
財政調整基金 2,722 1,986 1,889 1,912 1,919 1,923 2,528 3,135 3,748 4,363 4,386
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鶴岡市の積立基金の状況ー合併時の２．４倍の１２１億円へ百万円

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
市債残高 75,941 75,380 73,972 76,143 78,021 77,773 77,927 77,233 76,631 77,708 75,980
公債費 8,176 8,325 8,226 9,241 9,488 9,554 9,136 8,372 7,760 7,944 8,394

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
公債費比率 17.6 17.9 16.9 19.2 18.9 17.0 14.6 12.2 11.3 10.3 10.2
実質公債費比率 17.9 19.2 17.1 17.4 17.5 15.8 13.1 10.4 8.9 8.4
公債費比率：公債費に充てられる一般財源（災害復旧等に係る交付税算入額を除く）が標準財政規模に占める割合
実質公債費比率：公営企業の操出金などを含めた実質的な公債費が標準規模に占める割合を３カ年平均で表した指標
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１
面
の
つ
づ
き
）

合
併
財
政
の
矛
盾

問

補
正
予
算
で
は
、「
合

併
特
例
期
間
終
了
後
へ
の

備
え
」
と
し
て
、
基
金
の

積
み
増
し
、
市
債
の
繰
上

げ
償
還
な
ど
に
多
く
を
回

し
て
い
る
が
、
市
民
要
求

に
応
え
る
た
め
に
、
国
の

交
付
金
等
を
よ
り
積
極
的

に
活
用
し
て
い
く
べ
き
。

市
長

基
金
の
積
み
立
て

や
市
債
の
繰
上
償
還
は
、

将
来
を
見
据
え
、
負
担
の

軽
減
や
財
政
調
整
を
行
い

や
す
く
す
る
た
め
に
実
施

し
て
い
る
。

一
方
で
、
鶴
岡
ル
ネ
サ

ン
ス
宣
言
の
も
と
、
積
極

的
な
ま
ち
づ
く
り
施
策
に

取
り
組
む
と
と
も
に
、
子

育
て
支
援
医
療
給
付
を
は

じ
め
、
市
政
の
重
要
課
題

に
対
す
る
予
算
措
置
は
こ

れ
ま
で
と
同
様
に
実
施
し

て
い
く
。

国
へ
の
働
き
か
け
を

問

合
併
の
矛
盾
、
財
政

の
困
難
性
を
率
直
に
明
ら

か
に
し
、
全
国
の
合
併
自

治
体
と
連
携
し
て
、
地
方

交
付
税
算
定
見
直
し
等
の

一
層
の
拡
大
を
国
に
強
く

訴
え
て
い
く
べ
き
。

市
長

昨
年

月
に
設
立

10

さ
れ
た
「
合
併
算
定
替
終

了
に
伴
う
財
政
対
策
連
絡

協
議
会
」
と
い
う
全
国
組

織
に
加
盟
し
、
関
係
自
治

体
と
連
携
し
て
提
言
要
望

を
実
施
し
た
。
県
と
酒
田

市
、
庄
内
町
に
働
き
か
け

て
、
調
査
研
究
を
行
う
た

め
の
会
も
昨
年

月
よ
り

11

開
催
、
提
言
要
望
を
行
っ

て
い
く
。
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